
民法395条の改正施行日（平成16年４月１

日）より前に賃貸借契約を締結し占有・使用

していた抗告人に対し発令された引渡命令に

対して執行抗告した事案において、改正法の

附則第５条により改正前の規定が適用され、

抵当権者に対抗できなくなったとしても、改

正後の建物引渡猶予制度の適用を受けること

はできないとして抗告を棄却した事例（東京

高裁　平成21年12月16日判決　抗告棄却　判

例タイムズ1324号274頁）

１　事案の概要

平成15年５月１日、Ｘ（抗告人）は平成６

年に抵当権が設定された建物を契約期間２年

として借受け、以後２年ごとに更新していた

（いわゆる「短期賃貸借の保護」の適用を受

ける賃貸借契約）。ところが、平成21年４月

22日、本件賃貸建物に差押登記が設定され、

同月30日、当該賃貸借契約が更新された。

裁判所は、競売により本件建物を取得した

買受人の申立てに基づき、本件建物を占有・

使用していたＸに対し、差押登記後に本件賃

貸借期間が終了し更新されたことから、当該

更新を抵当権者に対抗できないとして、Ｘに

本件建物の引渡命令を発令した。

これに対し、Ｘは①本件賃貸借は差押登記

前に更新されていた、②差押登記前から本件

賃貸借により本件建物を使用しているから、

Ｘは現在の民法395条１項に基づき６か月間

の引渡猶予が認められるべきであると主張し

て、引渡命令に対する執行抗告を行った。

２　判決の要旨

裁判所は次のように判断してＸの抗告を棄

却した

盧 本件不動産引渡命令の基礎となる事件競

売事件は、平成６年５月18日に設定登記され

た抵当権に基づき、平成21年４月22日に本件

不動産引渡命令の対象不動産（以下「本件不

動産」という）の差押登記がされたものであ

るところ、Ｘは本件不動産の所有者Ａとの間

で期間を平成15年５月１日から２年間とする

賃貸借契約（いわゆる短期賃貸借）を締結し

て同日より占有を開始し、以後２年ごとに契

約が更新され、前記差押登記後の期間満了時

（平成21年４月30日）に最終の更新があった

ことが認められる。そうすると、本件賃貸借

契約に適用される平成15年法律第134号によ

る改正前の民法395条によっても、差押えが

効力を生じた後に到来した期間満了時である

平成21年４月30日の翌日以降は、その占有を

本件抵当権の抵当権者（買受人）に対抗する

ことができないものと解され、他にＸが買受

人に対抗することができる占有権限も見あた

らない。

そうすると、Ｘは、本件不動産を買受人に
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対抗することができる権限により占有してい

るとは認められないから、相手方の引渡命令

の申立ては容認すべきものであり、これと同

旨の原決定の結論は正当である。

盪 Ｘは、平成21年４月16日にＡ（債務者兼

所有者）との間で賃貸期間を２年とする賃貸

借契約を締結しているから、短期賃貸借の保

護を受けると主張する。しかしながら、一件

記録によれば、従前の賃貸借が同月30日に終

了して、新たな更新契約が同年５月１日に開

始したことが認められ、Ｘの主張を認めるに

足りる資料はないから、Ｘの主張は採用でき

ない。

蘯 Ｘは、現在の民法395条の規定する明渡

猶予制度を適用すべきことを主張する。しか

しながら、平成15年法律第134号の附則第５

条によれば、本件賃貸借に対する本件抵当権

の効力についてはなお従前の例によることと

されるから、本件に明渡猶予制度を適用する

ことはできず、Ｘの主張は採用できない。

盻 Ｘは、本件引渡命令の送達を受けて初め

て本件競売事件を知り、それまでだれも何も

連絡してこなかったので上記Ａを賃貸人と信

じて賃料を支払ってきたもので、このような

Ｘの利益は保護されるべきであると主張す

る。しかしながら、Ｘの主張はＸの占有権限

を基礎付けるものとはなり得ないから、Ｘの

主張は採用できない。

３　まとめ

抵当権の設定登記のある建物を賃貸借期間

３年以下として賃貸借契約を締結した賃借人

は、競売において落札した買受人に対し、契

約期間の残存期間について借家権を主張でき

た（旧民法395条「短期賃貸借の保護制度」）。

しかし、占有屋といわれる者たちによる執

行妨害の排除等のために民法395条は改正さ

れ短期賃貸借保護制度が廃止された（平成16

年４月１日施行）。

改正法施行前に締結された短期の建物賃貸

借契約は更新後もなお旧法の適用を受け、短

期賃貸借の保護があり、競売の買受人に契約

の残存期間は借家権を主張できる。改正法施

行後の賃貸借契約については長期・短期に拘

わらず、買受人に借家権を主張することがで

きず買受人の明渡要求を拒絶することはでき

ない。その一方で、明渡しについては、買受

人の買受の時から６か月間の猶予期間が与え

られている。

本件抗告人は「明渡猶予制度」の適用を主

張しているが、差押登記後の更新については

差押の処分制限効から、その後の更新契約は、

抵当権者、ひいては買受人に対抗することは

できないが、そうであるとしても、裁判所は

「附則第５条により、本件賃貸借に対する本

件抵当権の効力についてはなお従前の例によ

る。」とされていることから、抗告人は建物

明渡猶予制度による保護の適用は受けられな

いことを示した。

実務ではこのような理解に基づき運用され

ているが、本判決は改正法の適用に関する解

釈を示したものとして参考になる。

（調査研究部上席主任研究員）
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